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2025年 3月 11日 

各位 

会社名: AI フュージョンキャピタルグループ株式会社 

(コード:254A 東証スタンダード市場) 

代表者名: 代表取締役社長 澤田 大輔 

   問合せ先:財務経理部長  西田 賢一郎 

(TEL: 03-6261-9511) 

 

 

暗号資産購入に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2025年 1月 30日付「子会社の設立及び新たな事業（暗号資

産投資事業）の開始に関するお知らせ」（以下、「2025年 1月 30日付開示」という）にて開示しまし

た事業方針に基づく暗号資産購入の第一弾として、総額 5 億円を目途とした暗号資産（ビットコイ

ン）を購入することを決議しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．暗号資産購入の背景 

当社は、2025 年 1 月 30 日付開示において、「暗号資産のオルタナティブ金融資産としての特性」

および「当社が軸に据える AI と並びデジタル社会の二大テクノロジーの双璧であるブロックチェ

ーン技術としての暗号資産の優位性」を鑑み、子会社であるミライコイン株式会社を設立し、暗号

資産投資事業を開始する事業方針を公表しておりました。 

 

今般、ビットコインの価格が、当社が想定する価格レンジに入ってきたことを鑑み、この事業方針

に基づく暗号資産購入の第一弾として、総額 5 億円を目途とした暗号資産（ビットコイン）の購入

を決議したものです。 

 

投資対象：暗号資産（銘柄名: ビットコイン） 

投資金額：5 億円目途（市場価格に応じて判断） 

投資日：本日（2025 年 3 月 11 日）以降 

投資方針：中長期での保有を行う 

 

なお、今回の暗号資産購入は第一弾として行うものであり、今後も随時購入を行ってまいります。 

 

２．ミライコイン株式会社の概要及び事業内容 

(1) 商号 ミライコイン株式会社 

(2) 所在地 東京都港区六本木１丁目９番９号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 澤田大輔 

(4) 事業内容 1. 暗号資産の取得及び保有 
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2. 暗号資産を使った資産運用 

3. 暗号資産に関連又は付随する業務全般 

4. 株式、通貨、外国為替、その他金融商品等に対する投資 

5. 金融業 

6. 投資助言・代理業 

7. 前各号に附帯又は関連する一切の事業及び投資 

(5) 設立時出資金 2,000 万円 

(6) 設立年月日 2025 年 1 月 30 日 

(7) 大株主及び持株比率 ＡＩフュージョンキャピタルグループ株式会社 100.0% 

 

３．投資・運用方針とリスク管理の方針 

当社は、2025 年 1 月 30 日付開示にも記載の通り、暗号資産の中長期での優位性に基づき、中長

期での暗号資産への投資を行います。暗号資産の価格はボラティリティが高く短期的に大きく下

落する可能性がありますが、このような場合においては、当社は取得価格と市場価格の差額につき

評価損を計上し、連結貸借対照表上、市場価格での評価額を計上することになります。しかし当社

は、中長期で暗号資産を保有継続する方針であるため、価格下落の原因が「セキュリティリスク」

「規制リスク」「技術的リスク」等のうち暗号資産の価値を中長期で毀損する可能性のある致命的

なリスクの顕在化である場合を除き、短期変動による市場価格の下落を理由に暗号資産を損切処

分により売却することはいたしません。市場環境を見ながら中長期的に暗号資産を継続的に蓄積

し、株主価値の最大化に向けた取り組みを進めてまいります。 

 

なお、「セキュリティリスク」「規制リスク」「技術的リスク」については、暗号資産に関連する情

報収集と分析（外部の専門家による助言を含む）を当社グループ内に蓄積し、各リスクが一過性の

ものであるのか否か、修復可能なものであるのか否かの判断を行い、暗号資産の価値を中長期で毀

損する可能性のある致命的なリスクの顕在化である場合には売却を行います。一方で「価格のボラ

ティリティ」リスクについては、原則ヘッジは実施しないものの、状況に応じて先物取引を活用し

てまいります。また、暗号資産のリスクはもちろん、市場価格およびその背景等につきましては、

当社が入手可能な範囲で投資家への丁寧な開示を心がけます。 

 

また、暗号資産の保管につきましては、規制を遵守し、高度なセキュリティ対策を導入している信

頼のおける事業者にて行うこととします。 

 

４．今後の見通し 

ビットコインを含む暗号資産の保有残高は、四半期ごとに価値を時価評価し、その評価損益を損益

計算書に計上することになります。四半期連結業績に著しい影響が発生した場合には、速やかに開

示をいたします。 

以上 


